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問題の所在
本稿の目的は、 なぜわが国の会計検査制度が他国とは大きく異なる進化の経路をたどったのかということについて、
論
　　　
説
二歴史的制度論の観点から分析することである。
国家の財政状況を監督・統制する会計検査制度は統治機構のガバナンスにおいて非常に重要な機能として位置づけ
られてきた。わが国で近代国家における会計検査制度が成立したのは明治時代であった。一八八〇年三月に会計検査院が設置され、八九年一二月には大日本帝国憲法で会計検査機能が規定され、同年五月の会計検査院法で天皇直隷の機関となった。第二次世界大戦後 制定された日本国憲法でも会計検査機能 規定され、一九四七年五月に制定された会計検査院法で会計検査院は内閣及び 会から独立した機関とされた。「正確性」 「合規性」検査としても知られるように、伝統的には予算の執行状況について財務諸表が正確に記載・作成されたか、法規に基づい 執行されたかということ ついての検査が行わ てきた。しかし この正確性・合規性という観点だけでは、単に手続き上問題がな ったかということを検査するにとどまる め、新 い検査の観点が求められてきた。そこ 資源が経済的に投入されたかという「経済性」 、投入された資源をもとに財やサービスが効率的に生産されたかという「効率性」といっ 基準 設定されてきた。さらに、最も重要視されたのが「有効性」の基準である。予算の執行によって、当初の目 が達成 、すなわち社会に対して何らかの効果がもたらされたかという観点である。実際に、各国においても伝統的な検査から、経済性・効率性 検査、さらに有効性検査
（業績検査）
へと検査の重
点をシフトしてきた
（
P
ollitt and B
ouckaert 2004 ）。その代表である米国会計検査院ＧＡＯ
（
G
overnm
ent A
ccountability 
O
ffi
ce ））（
（
では一九六〇年代後半からエルマー・スターツ
（
E
lm
er Staats ）
院長のイニシアティブのもと、有効性検査であ
るプログラム評価
（
program
 evaluation ）
を導入してきた
（
M
osher （979 、益田二〇一〇）
。
三時間のなかの会計検査制度（秋吉）
しかし、わが国では他国とは全く異なる経路をたどった。後述するように、わが国では伝統的検査にとどまり、有
効性検査へのシフトは進められなかった。例えば、二〇〇八年度の会計検査においても、決算検査報告の件数では有効性検査はわずか六・六％にとどまっている
（東二〇一一）
）2
（
。さらに従来は二〇〇億円前後であった決算検査報告での
指摘金額は二〇〇九年度には約一兆七九〇四億円にもなり、不当事項の指摘も過去最高の八七四件となったように
）（
（
、
伝統的検査重視の姿勢はより一層強くなっている。そして、このような伝統的検査の重視の姿勢は、以前から会計検査制度及び会計検査院への不満につながってきた
（進邦二〇〇二）
。
会計検査院の機能不全については、①決算軽視の風潮、②人員等のリソース不足、といった点からの説明が一般的
にはなされている
（進邦二〇〇二）
）4
（
。これらの点は非常に重要であるものの、なぜわが国の会計検査院が他国とは異な
り伝統的検査中心に取り組んできたのかということの説明は困難である。
以上の点から、本稿では「なぜ日本の会計検査院は有効性検査にシフトできなかったのか」という問いについて、
歴史的制度論、特に「時間のなかの政治
（
politics in tim
e ）」の観点から説明することを目的としている。
以下では、まず、公的部門管理改革過程についての代表的研究について概説した上で、本稿の分析枠組みを提示す
る。そして、わが国の会計 制度 制度変化の経路について、①明治初期の制度選択と制度配置 ②第二次世界大戦後の制度転換と制度配置 ③予算 ・公会計制度との関連、といった三つの視角から分析していく。最後に、その分析結果をもとに上述の問いへの答えを考察し、含意について 討していく。
1　
分析の枠組み
（・
（　
公的部門管理改革過程の研究
いわゆるＮＰＭ
（
N
ew
 P
ublic M
anagem
ent ; 新公共経営管理）
として知られるように、一九八〇年代後半から公的部門
のあり方については本格的に議論が行われ、各国で様々な改革
（以下、ＮＰＭ改革）
が行われてきた。わが国において
は九〇年代後半から政策評価制度や独立 政法人制度の導入をはじめとするＮＰＭ改革が進められた。
行政学、公共政策学において特に関心を集めたのが、各国での改革の様態、とりわけ改革の帰結の差異とそれを規
定する要因の分析であった。各国で改革が取り組まれてきたも の、改革の進展度合いは必ずしも同様ではなく、また、制度選択も同様ではなかった。例えば、公会計制度の改革についても、発生主義の複式簿記への改革を行っ 国もあれば、従来の現金主義の単式簿記にとどまった国もあり、 の帰結は国家間で異なって る。
ＮＰＭ改革の政治過程について注目したのがマイケル・バーズレイ
（
M
ichael B
arzelay ）
による研究であった
（
B
arzelay 200（, B
arzelay and G
allego 20（0a 20（0b ）。バーズレイはＮＰＭ改革の政策決定過程に注目し、公的部門管理政
策サブシステムの構造と政策プロセスについて分析を行った。
前者の政策サブシステム 分析では、当該政策領域のアクター構造や政策 メージに焦点を当てている。後者の政
策プロセスの分析では、キングダンの政策 窓モデルをもと 、①アジェンダ設定 ②代替案 特定化、③政策決定、という三つの段階について 政策起業家
（
policy entrepreneur ）
の動向とあわせて焦点を当てている。
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五
それに対し、ＮＰＭ改革での制度変化の経路について注目したのがクリストファー・ポリット
（
C
hristopher P
ollitt ）
とゲルト・ブッカート
（
G
eert B
ouckaert ）
の研究であった
（
P
ollitt and B
ouckaert 2000, 2004, 20（（ ）。ポリットとブッカー
トが注目したのが、ＮＰＭ改革の「軌道
（
trajectory ）」であった。業績測定や人事管理といった個別制度の改革につ
いて、各国における初期状態から帰結までの軌道が示された。
そして、ポリットとブッカートは各国の公的部門改革とその過程について、様々な要因からの分析を行った。具体
的には、社会経済的圧力
（
Socio–econom
ic forces ）
のクラスターとして、①国際経済圧力
（
G
lobal econom
ic forces ）、②
社会人口学的変化
（
Socio–dem
ographic change ）、③社会経済政策
（
Socio–econom
ic policies ）、といった要因があり、政
治システム
（
P
olitical system
）
のクラスターとして、④新しい管理理念
（
N
ew
 m
anagem
ent ideas ）、⑤党利党略的理念
（
P
arty political ideas ）、⑥市民からの圧力
（
P
ressure from
 citizens ）、といった要因があり、行政システム
（
A
dm
inistrative 
system
）
のクラスター として、⑦改革案の内容
（
C
ontent of reform
 package ）、⑧実施プロセス
（
Im
plem
entation 
process ）、⑨改革結果
（
R
esults achieved ）、といった要因があるとされる。そして、これらのクラスター及び構成要因
は相互作用関係があり、その関係をもとに改革の進展が規定されるとしている。
（・
2　
時間のなかの政治
本
稿での問いに対する分析枠組みを検討していく上で、まず、バーズレイの研究については検討の対象外となるこ
とが指摘される。ＮＰＭ改革の進展が政策サブシステムの構造及び政策プロセスによって左右されるという指摘は非常に重要である。しかし、バーズレイの研究はある特定の政策決定での構造について分析するものであり、長期の分
六析の視点は提供されない。
ポリットとブッカートの研究はその著書が版を重ねているように、公的部門改革の要因についての代表的研究と
なっている。改革の軌道への注目は非常に重要であり、本稿での問いに対する分析枠組みとしては有益な示唆を与える。しかし、彼らの研究にはいくつかの問題点がある。
第一に、改革の軌道について初期状態が所与のものとされている問題がある。ポリットらは初期の状態から 軌道
は示しているものの そ 初期 状態がどのようなメカニズムでどのように形成されるかは必ずしも明確には示されていない。初期の制度選択がそ 後 制度の変化に少 くない影響を及ぼすため、初期状態の決定のメカニズムが不明確であるのは問題である。
第二に、軌道のメカニズムが必ずしも明確にされていないという問題がある。ポリットらは改革の初期状態から帰
結までの軌道と う概念は提示したものの、軌道の様 やそ メカニズムは不明確である。
第三に、個別制度や改革間の関係が不明確である問題がある。わが国の政策評価制度の遅れの問題について東信男
が指摘したように
（東二〇〇五）
）（
（
、一つの制度改革には多様な改革が関連してくる。しかし、ポリットらの研究では一
つの改革・制度での軌道は示されるものの、他の制度との関連については不明確である。
以上のように、改革の軌道に注目したポリットらの研究は注目 値するものの、新たな視点が必要になってくる。
そこで本稿において注目するのが、歴史的制度論、とりわけポール・ピアソン
（
P
aul P
ierson ）
が提示した「時間のな
かの政治」の概念である
（
P
ierson 2004 =
 20（0 ）。
歴史的制度論では制度の歴史変化、特にその経路依存性という特性について分析されてきた。そこでは、経路の継
七時間のなかの会計検査制度（秋吉）
続性だけではなく、断続均衡の概念でも知られるように、決定的転換点での制度の断絶も示された。ピアソンはこれらの歴史的制度論の分析概念を一歩進め、とりわけ制度の形成についても焦点を当てた。制度の形成時で偶発的な出来事がどのようなタイミングで生じたかによって結果が異なってくることが示され
）（
（
、また、どのような配列や順番で
選択が行われたかによっても形成される制度が左右されることが示された
）7
（
。そのような初期の制度
（の形成）
によっ
てその後の制度 展開が規定されてくるのである。
本稿での問いにおいても重要になってくるのが、まず、どのようにわが国において
（近代国家における）
会計検査制
度が形成されたかということである。明治維新後、近代化 急速に進められる中、どのような要因がどのようなタイミングで会計検査制度に影響を及ぼし、その結果どのような制度配置 なったのかということに分析の焦点が当てられる。
次に、決定的転換点となった第二次世界大戦後の占領統治下でどのような制度転換が図られたかということが重要
になってく その際に注意すべきなのが、制度が全て転換されない場合もあるということである。継続される 素も存在しており、 制度の転換と継続によってど ような 配置になったのかというこ に分析 焦点が当てられる。
最後に、他の制度との関係が重要になってくる。進化生物学、進化経済学で 「共進化
（
co–evolution ）」の概念で
知られるよう
（
E
hrlich and R
aven （9（4,  種生物学会二〇〇八、進化経済学会二〇〇六）
、ある淘汰圧力下において制度は
他の制度と関連しながら進化していく。会計検査制度に関しても、予算 ・公会計制度と密接な関係がある。両制度について前述の初期の制度選択・制度配置、決定的転換点での制度転換・ よ てどのように会計検査制度に影響を及ぼしたかということに分析の焦点が当てられる。
八2　
会計検査制度の形成
2・
（　
制度の模索
わ
が国において近代国家としての会計検査制度が形成されたのは明治時代であった。国家の財政をどのように監督
するかということについては、大政奉還時からすでに模索され
（東二〇一一、進邦二〇〇二、長山一九九六）
、一八六九
年五月には大蔵省の会計官の一部局として監督司が設置された。七一年七月には監督司は廃止され、八月に検査寮となった。
この財政監督制度と同時に検討されたのが、予算制度と公会計制度であった
（亀井二〇〇六、田中二〇一一、長山
一九九六、長山一九九八ａ、夜久二〇一四）
。
一八七三年五月に井上馨と渋沢栄一による建言が提出され、政府の歳出超過に対する警鐘が鳴らされた
）（
（
。この建言
は採用されなかったものの、新聞に大きく取り上げられたため、政府として対応が必要となった
）9
（
。そこで同年六月に
大隈重信によって作成され が「歳入出見込会計表」であっ 。歳入出見込会計表は、政府の信用維持のための歳入歳出に関する予算計算書であり、財政計画をもとに作成されるものではなかった。しかし 「歳入之部」 「歳出之部」「国債」から構成される「予算表」の形式はその後続くようになった
）（（
（
。そして、七六年九月の大蔵省出納条例によっ
て予算制度の骨子が確定し、執行手続きを中心とした体系化が図られた
）（（
（
。
また、予算制度と同時に整備が進められたのが公会計制度であった。明治維新後も江戸幕府での勘定帳形式が継続
九時間のなかの会計検査制度（秋吉）
的に使用され、その整備が急務であった
（長山一九九八ａ、亀井二〇〇六）
。そこで、大蔵省が参照したのがフランスの
会計制度であった
）（（
（
。一八六二年五月に会計法が制定されたフランスの公会計は当時最先端の制度であり、同制度をも
とに公会計制度の確立が模索された。そして、七六年九月には複式簿記が大蔵省において試験採用され、七九年一一月の計算記簿条例において 歳入、歳出ともに複式簿記
（現金出納帳、仕訳帳、元帳、貸借対照表）
となった。もっとも
単式簿記の予算 が存在していたように、予算制度と会計制度は分離していた
）（（
（
。
このように予算制度と公会計制度が模索される中、会計検査制度についてもその整備が進められた
（東二〇一一、加
藤一九六二、進邦二〇〇二、長山一九九八ｂ）
。そこでは、大蔵省
（会計官）
の一部局としての財政監督機関という制度的
位置づけからの転換が模索された。そして、大隈重信の建議をもとに、一八八〇年三月に太政官直属の機関とし 、会計検査院が設立された。特筆すべきは会計検査院に付与された機能であった。後述の政府内部権力闘争での参議・省卿分離
（官制改革）
への対抗という大隈の政治的意図から
）（（
（
、会計検査院には政府の決算検査だけではなく、予算審
査・決算報告調製機能も付与されることになった
）（（
（
。さらに、八一年四月に制定された旧明治会計法では予算審議権の
一部が太政官から会計検査院に委譲された
）（（
（
。その結果、予算は大蔵省が作成、会計検査院の審査を経て内閣が決定す
ることとなった。
2・
2　
政治的事件と公会計制度での混乱
一八八一年の旧明治会計法によって前年設置された会計検査院の機能はより強固なものになったように思われた。
しかし、会計検査院に って大きな「事件」となったのが、同年生じたいわゆる「明治一四年 政変」であった。
一〇
明治政府は設立当初から政治的基盤が不安定であり、とりわけ薩摩藩・長州藩出身者と大隈重信の対立は決定的で
あった。前述の一八七三年の井上・渋沢建言も大隈重信による財政運営をめぐる対立であり、八〇年二月の参議・省卿分離
（官制改革）
は大隈の権力のはく奪を意図したものであった
）（（
（
。
そのような中生じたのが、明治一四年の政変であった。大隈及びその取り巻きは下野し、松方正義が参議兼大蔵卿
に就任した。松方はいわゆる「大隈積極財政」からの政策転換を図り、緊縮 が進められた。それとあわせて松方は大隈の影響下に 会計検査院の改革にも着手し、 「会計法ノ改正ニ関スル意見」を示した。
そして、一八八二年一月に旧明治会計法と会計検査院職制章程が改定され、会計検査院の機能も大きく変化するこ
ととなった
（東二〇一一）
。その結果、会計検査院が有していた予算査定機能と予算審査権・決算報告調製権は会計検
査院の職権外となり、会計検査院は決算検査を専門に行う 監督機関とされた
）（（
（
。さらに、八五年一二月に明治維新
以降の太政官制度が廃止され、内閣制度が発足す と、会計検査院は内閣直属の機関となった。
会計検査制度の混乱が続く中、公会計制度も迷走していた
（小峰一九七四、長山一九九八ａ）
。前述のように、
一八七九年に計算記簿条例によって歳入、歳出ともに複式簿記となったものの、予算簿は単式簿記であり、予算制度と会計制度は分離していた。そのため 八二年八月に改正記簿組織例言によって、会計制度と予算制度の統合が図られ、予算簿は「収支内訳簿」 て複式簿記となった
）（（
（
。
この制度改革によって複式簿記が定着し、公会計制度が安定するかと思われた。しかし、問題となったのは国庫制
度であった。一八八二年の改正記簿組織例言で 歳入は国庫金取扱所
（日本銀行）
であったのに対し、歳出は有力民
間銀行
）（（
（
。そのため、国庫制度の統合が図られ、八七年一二月の各庁計算記簿規定によって、歳入・歳出とも
一一
時間のなかの会計検査制度（秋吉）
日本銀行による管理となった
）（（
（
。これにより、国庫から独立した各省の資金管理が禁止されたため、複式簿記による管
理が困難になった。
2・
（　
会計検査制度と各制度の確立
明
治維新以降模索されてきた会計検査制度、予算制度、公会計制度は一八八九年にようやく確立されることとなっ
た。同年二月に制定された大日本帝国憲法はプロイセン憲法をもとに作成され、その中に会計検査制度も位置づけられた。さらに五 会計検査院法によって会計検査院の機能も規定 た。
特筆すべき点は会計検査院の制度的位置づけである。大蔵省の一部機関という位置づけからスタートした会計検査
院のあり方は常に模索され、太政官の下におかれたり、内閣の機関とされたりしたこともあった。しかし、前述のように憲法で会計検査制度が位置づけられ、会計検査院は天皇に直隷する憲法上 関となった。ま 、その機能については、前述のように明治一四年の政変後の機能が継続され、決算の検査確定と検査報告の調製とされ
予算制度と公会計制度についても、大日本帝国憲法とその附属法である会計法によって確立された
（小峰一九七四、
亀井二〇〇六、二〇一一、長山一九九八ａ、夜久二〇一〇、二〇一四）
。
予算制度については、既存の予算表
（歳入と歳出を対照した表）
を前提に制度設計され、予算単年度主義が採用され
た
）（（
（
。特筆すべきは、その制度的位置づけであった。予算については、いわゆる 律形式は不採用となり、行政計画と
しての側面が強くなった
）（（
（
。さらに、議会の予算議決権範囲も制限された
）（（
（
。
公会計制度については、前述 ように複式簿記の採用をめぐって混乱が生じていたが、国庫出納関係帳簿の一部以
一二
外で複式簿記が廃止となった
）（（
（
。そして、旧来の単式簿記の方式が導入されることとなった
）（（
（
。
3　
会計検査制度の転換点
（・
（　
第二次世界大戦敗戦と会計検査制度の模索
一
九四五年八月の第二次世界大戦敗戦とその後の連合国による占領統治は日本の多くの制度の転換点となった。会
計検査制度及び同制度と関連する予算制度・公会計検査制度も同様に制度の転換を迎えることとなり、四六年一一月には日本国憲法、四七年三月には財政法と会計法、四七年四月には会計検査院法が制定された。
会計検査制度は大日本帝国憲法改正の中で制度が見直された
（会計検査院二〇一〇）
。連合国の統治下で新しい憲法
が検討される中、会計検査院については大日本帝国憲法での規定が継続されることとなった。大日本帝国憲法では第七二条第一項で「国家ノ歳出歳入ノ決算ハ会計検査院之ヲ検査確定シ政府ハ其ノ検査報告ト倶ニ之ヲ帝国議会ニ提出スヘシ」とされていたが 新 草案の第八六条第一項でも「国の収入支出の決算 、すべて毎年会計検査院が れを検査し、内閣は次の年度に その検査報告とともに、これを国会に提出しなければならない。 」とされ、同様の内容となっていた
）（（
（
。
しかし、問題となったのは 院の制度的位置づけであった。前述のように、会計検査院は「天皇の直隷機関」
であり、新憲法では天皇の地位の変更が予定されていたため、会計検査院のあり方についても検討されることとなった。
一三
時間のなかの会計検査制度（秋吉）
そして、一九四六年七月から日本側とＧＨＱとの交渉が始まった
（有川二〇一一、会計検査院二〇一〇）
。会計検査院
は院内に「会計検査院法改正取調委員会」を設置し、院内の意見をもとに改正案を作成する方向で作業が進められた
）（（
（
。会計検査院は天皇直隷制を廃止した上で、出納官吏弁償責任判決制度廃止等の会計検査院法の一部改正を志向し
てい 。それに対し、ＧＨＱは米国会計検査院
（ＧＡＯ）
をモデルにした院法全面改正を志向していた
）（（
（
。
会計検査院とＧＨＱとの数度の折衝 経て、一九四七年三月に
 会計検査院法改正案
（最終案）
が決定された。そこ
では、①国会への所属、②収入支出を確定し国の債権債務を決定する権限、③収入支出を担当する命令系統職員の弁償責任、といった事項 見送られることとなった
）（（
（
。
特に注目されるのが、第一の国会へ 所属であった。後述するように は予算改革の中で財政民主主義を徹底
することを志向して た。また会計検査院の制度改革のモデルとなるＧＡＯは議会の付属機関であったため、現実的な選択肢としては考えられるものであった。
しかし、①指揮監督の多様化、②意思決定の停滞、③中立性の維持への懸念、といった点から
）（（
（
、議会付属機関とな
ることは見送られたのであった。
（・
2　
会計検査制度の転換と継続
一
九四七年五月に会計検査院法が改正され、会計検査制度・会計検査院は制度転換が図られた
（有川二〇一一、会計
検査院二〇一〇）
。
会計検査院は、会計検査院法第一条に規定されるように 内閣に対し独立の地位を有する憲法上 機関とされた。
一四
大きく変化したのは内部組織であった。意思決定機関として合議体の検査官会議が設置された。検査官会議は検査
官三名によって構成され、会計検査院の重要事項について意思決定を行う場とされた。検査官は国会の同意を経て内閣が任命し、天皇が認証することとなり、院長は検査官三名の中から互選されることとなった。
具体的な検査を担当するのが事務総局となり、官房四課と四局一九課で構成されることとなった。それにともなっ
て職員も大幅に増員し、定員は一九四七年度には三八六名であったも が、翌四八年度には一一七四人となった。
そして、会計検査そのものについても変化が生じた。検査対象は戦前よりも拡大し、内閣による検査請求も可能
なった。
このような会計検査制度での変化とあわせ、予算制度においても一部変化が生じた
（会計検査院二〇一〇、木村
二〇〇四、夜久二〇一二、山田二〇〇四）
。予算を法律形式としないことや、現金主義や予算単年度主義といったものは
継続されたものの、大きな変化となったのは財政民主主義の徹底であった。
前述のように、明治期には議会勢力との関係から予算の決定への国会の関与は極端に制限されていた。 かし、Ｇ
ＨＱの強い意向から財政民主主義が徹底され、明治会計法が財政法と会計法に分割・体系化される中、予算の国会議決主義をはじめとして国会 関与が強まる形
）（（
（
。
また、それと関連して、予算について 会計年度独立 原則が明確化され 。明治期の予算においても前述のよう
に予算単年度主義 とられてい 日本帝国憲法で継続費や前年度予算施行が部分的に認められており
）（（
（
、会
計年度独立の原則は必ずしも明確ではなかった。しかし、第 次世界大戦後の改革の中で 年度独立の原則が財政法によって規定されること なった。
一五
時間のなかの会計検査制度（秋吉）
そして、予算制度として関連して公会計制度においても変化と継続が生じた
（会計検査院二〇一〇、木村二〇〇四）
。
会計検査制度にとって重要な意味を持ったのはその継続された部分であった。すなわち、予算制度において現金主義が継続され
）（（
（
、その関連で公会計においても発生主義への転換は図られなかった。また、省庁で複式簿記にするために
は歳入・財産管理が重要になるが、大蔵省の権限が継続されることとなった
）（（
（
。
4　
会計検査制度の進化の停滞
4・
（　
会計検査の限定的進化
内
閣・国会から独立した機関となった会計検査院であったが、財政監督機能の拡大はできず、時代とともに要請さ
れてきた有効性検査
（プログラム評価）
への対応は図れなかった。
会計検査院が機能しない要因として挙げられるのが同院の限定的なリソースであり、第二次世界大戦後の規模から
大きく増大させることができなかった。唯一生じた変化 、一九五五年八月の会計検査院法改正であった。日本国有鉄道、電電公社、専売公社のいわゆる三公社に対する 権限が会計検査院に付与され、事務総局に一局増設され、五局体制となった。しかし、その後、検査対象となる国の予算規模が増大していったにもかかわらず、会計検査院の組織規模は一定で推移した。 りわけ、定員は一九四八年度の一一七四人、 局体制となった一九五五年度一一七八人からさほど増えず、検査対象となる政府支出の規模が増大したにもかかわらず一二〇〇人台で推移している
）（（
（
。
一六
検査対象の拡大、 とりわけ有効性検査への対応については再三繰り返しているように、 非常に遅々としたものであっ
た。
会計検査院関係者が主張するように
）（（
（
、一九六〇年代には有効性の観点からの検査は行われていた。しかし、検査事
項として設置されたのは七六年一二月であった。一九七五年度決算検査報告の中で「特記事項」が設定され、事業効果・運営等の見地からの問題提起がなされるようになった。
そして、検査基準として有効性 基準が示されたのは一九八〇年代になってからであった。八三年一二月に提出さ
れた一九八二年度決算検査報告において、経済性、効率性、有効性、といういわゆる
（Ｅ
基準が公表され、有効性検
査が明確化された。
さらに、有効性の基準が法律におい 明定されたのは一九九七年一二月であった。民主党を中心に決算機能の充実
化が図られる中、会計検査院をＧＡＯのよう 国会の付属機関とすることは断念されたものの、国会からの検査要請に対して検査実施・報告を可能にするため、会計検査院法が改正された。その中で、会計検査 基準も明定され、正確性、合規性、経済性、効率性といった他の基準とあわせて有効性の基準によって検査を行うことが会計検査院法第二〇条第三項で示されることとなった。
このように有効性検査の制度整備が遅れたこともあり、実際の検査においても有効性検査への取り組みは立ち遅
れてきた。例えば、持田信樹は一九六八年度から九三年度まで 決算検査報告の全掲記事項
（三八五三件）
につい
て分析し、有効性検査による報告 わずか四・〇％
（一五三件）
であることを指摘している
）（（
（
。また、前述のように、
二〇〇〇年代においても有効性検査の比率は伸びておらず、一九七〇年代に有効性検査の比率を一気に高めた米国Ｇ
一七
時間のなかの会計検査制度（秋吉）
ＡＯとは対照的になっている
）（（
（
。
4・
2　
関連制度改革の停滞
このように会計検査が停滞する中、会計検査の対象である予算制度も、さらには予算制度・会計検査制度と密接に
関連する公会計制度も改革が進まなか た。
予算制度に関しては、第二次世界大戦後に米国をはじめとした各国で予算制度改革が行われていったものの
）（（
（
、わが
国では既存の状況から変化しなかった。予算制度についての抜本的な改革が検討されたのが、一九六二年二月からの第一次臨時行政調査会
（以下、第一次臨調）
であった。そこで検討の対象となったのが、米国で導入された事業別予算
であった。事業別予算とは端的には事業計画と連動した予算編成をし、個別予算においてもその事業と目標を示すものである。この によって、 予算がどのように目標を達成したか
（成果を出したか）
という評価が可能になる。
そして、六四年九月の第一次臨調改善意見
（勧告）
においてわが国の予算制度の問題点とあわせ、事業別予算制度の
導入が提言された
）（（
（
。しかし、第一次臨調の提言は行政システムの抜本的改革に関連するものであったため、提言全体
が各省庁の現状維持志向に直面すること なり
）（（
（
、事業別予算制度についても議論を進めることができなかった。
事業別予算の次に本格的な予算編成改革として検討されたのがＰＰＢＳ
（
P
lanning P
rogram
m
ing B
udgeting System
 ; 
計画プログラム予算システム）
であった。ＰＰＢＳは端的には、 長期計画をもとに、 費用便益分析・費用有効度分析によっ
てプログラムの効率的な選択を行う予算編成システムであ 。米国国防省で導入されたＰＰＢＳは連邦政府において一九六八年度から実施された。
一八
他国でＰＰＢＳの導入が検討される中、わが国でも検討が進められた。一九六八年四月に経済企画庁経済研究所シ
ステム分析調査室が設置され、ＰＰＢＳ導入に向けた調査・研究が進められた。同室では香川県を具体例としてＰＰＢＳのためのプログラム体系作成を試行するといったように
）（（
（
、ＰＰＢＳの本格的な導入が検討された。しかし、米国
においてＰＰＢＳがとん挫したこともあり、わが国では「時期尚早」として、進められなかった。
公会計制度についても予算制度と同様に改革が停滞した。抜本的な改革が検討されたのが予算制度と同じ第一次臨
調の時であった。公会計制度においては、本稿でも再三指摘しているように、現金主義・単式簿記 ら発生主義・複式簿記への移行が各国で検討されていた 、わが国 第一次臨調でその導入が検討された。そして、一九六四年九月の第一次臨調改善意見
（勧告）
において、各省の事業特別会計での複式簿記導入が提言された。しかし、前述のよ
うに第一次臨 提言全体が各省庁の現状維持志向による反対に直面することとなり
）（（
（
、前述の事業別予算と同様に導
入に向けて 議論を進めること できなかった。
結論と含意
冒頭に示したように、本稿の目的は、 「わが国の会計検査院はなぜ有効性検査にシフトできなかったか」という問
いに、 「時間のなかの政治」の観点から答えることである。
会計検査制度の歴史的経緯 ついて 分析から、前述の問いについての答えは「初期 偶発的なタイミングと政治
的事件によって偶発的に制度が設計され、決定的転換点となるはずであった占領統治下での政策理念から制度が大幅
一九
時間のなかの会計検査制度（秋吉）
には転換されず、さらに予算制度・公会計制度がその経路を加速させた」となる。
まず、明治初期の制度選択・制度配置については、複数の選択肢が存在し、その間で模索されていたということが
重要である。会計検査院に関しては、その制度的位置づけについて、大蔵省・内閣 の関係をはじめとして様々な可能性があった。また、 その機能についても、 予算査定まで含め、 どこまで会計検査院に持たせるか様々な可能性があった。同様に、会計検査制度に影響を及ぼす についても様々な制度選択の可能性があった
）（（
（
。
それらの制度選択を決定したのは、偶発的事件とそのタイミングであった。とりわけ明治一四年 政変という政治
的事件は制度形成の主要アクターを変更させ、会計検査制度の内容を規定した。また 制度選択を検討していた明治初期のタイミングでの巨額の財政赤字の発生とその急務的対応が 制度
（の外形）
を規定した。さらに、プロイセ
ン憲法やフランス会計法等、日本が教訓導出を行うタイミングでの他国の制度整備状況も制度選択を規定した。
歴史的制度論が示すように、形成された制度は継続される。その制度が転換するのが「決定的転換点」である。そ
こでどのように制度が転換され、新しい配置となるかが重要になる。会計検査制度にとっての決定的転換点となるはずだったのが第二次世界大戦敗戦であった。第一に、 「独立機関」という制度選択がその後の会計検査 に影響を及ぼした。財政民主主義の観点から、米国のＧＡＯのように、会計検査院を国会の付属機関とする選択肢が存在し実際にＧＨＱと日本側とで協議されていた。しか 、内閣・国会 らの独立機 と う位置づけが継続された。その結果、 「独立」はしばしば「孤立」となり、検査対象等の拡大でしばしば困難が生じた
）（（
（
（西川二〇〇三）
。さらに、そこ
に大蔵省からの予算査定という仕組みが存在してい ため、組織定員等の拡充は厳しく制約されることとなった。第二に、内部組織の制度選択がそ 後の会計検査制度に影響を及ぼした。特 、戦後誕生 た検査官会議による合議体
二〇
としたことは非常に大きな影響を及ぼした。検査官の選出母体はながらく大蔵省、国会事務局、会計検査院と固定化され、さらに院長はその選出母体のローテーションとされた
）（（
（
。前述のように合議制ということもあり、米国ＧＡＯの
ような院長のイニシアティブの発揮は困難であっ 例えば、有効性検査関連の変化は全て会計検査院出身院長のみであった
）（（
（
。
そして、他制度からの影響がこの状況を加速させた。とりわけ、予算制度での継続と変化の様態が大きな影響を及
ぼした。決定的転換点において、予算制度は財政民主主義が徹底された。予算単年度主義等 明治期からの原則に加え、会計年度独立の原則や総計予算主義が加わったため、予算制度は硬直化した。このことは公会計制度にも影響した。単純で明快な構造という側面から単式簿記・現金主義会計の方 国会による統制は容易であり
）（（
（
、財政民主主義と
いう点からは望ましい制度であったことは否めない。これらの予算制度・公 計制度は従来型会計検査を継続することを加速させたの あった。
以上のように、日本の会計検査制度は初期の偶発的なタイミングと政治的事件によって設計され、決定的転換点と
なるはずの占領統治下で 制度配置から制度の大幅な転換には向か ず、さらに ・公会計制度 関連から特異な経路をたどることとなったのである
本稿での分析結果は公的部門管理改革過程分析に対して一定の含意がある。いわゆる「スナップショット」
（の分
析）
と称されるように、特定の改革における制度転換の政治過程を分析することは長期の制度の経路による影響を見
落とすことになる。また、その経路の分析においては特に初期 制度選択での偶発性についての考察や決定的転換点での
（制度の）
転換と継続についての考察が不可欠になる。
二一
時間のなかの会計検査制度（秋吉）
もっとも本稿においても当然のことながら課題は存在する。本稿では一国
（日本）
の分析であり、当然のことなが
ら他国との比較が必要になってくる。とりわけ有効性検査への転換を早く成し遂げた米国との比較は必要になる。また、日本と同様に伝統的検査に長年固執してきたにもかかわらず、近年ＮＰＭ改革において有効性検査への転換を進めているドイツ は特に占領統治という経緯を経たことか 非常に有益な結果が得られると考えられる。
（
（）
二〇〇四年七月七日までは
G
eneral A
ccounting O
ffi
ce
という名称であったため、本稿では（政府説明責任局や行政活動検
査院等の訳語ではなく）会計検査院という訳語をあてる。
（
2）他の視点からの検査は正確性・合規性八四％、経済性・効率性九・三％となっており、伝統的検査にとどまっていることが指摘される（東二〇一一） 。
（
（）
原田久立教大学教授のご教授による。
（
4）この二つとあわせて、進邦（二〇〇二）では会計検査院への不満として、③伝統的検査の偏重が挙げられている。
（
（）
東はわが国で政策評価制度（業績測定）が期待されたほど機能しない要因として八つの要因を指摘しているが、その中で
他制度との関連の要因について、①予算制度（財政規律）との連動の欠如、②予算制度（予算査定）との連動の欠如、③予算制度（予算体系）との連動の欠如 ④発生主義会計との連動の欠如、⑤人事制度との連動の欠如、⑥会計検査制度との連動の欠如、といった六つを指摘している（東二〇〇五） 。
（
（）
P
ierson （二〇〇四）五五─五八頁。
（
7）
P
ierson （二〇〇四）六三─六五頁。
（
（）
明治初期の財政状況については大森（二〇〇一）を参照されたい。
（
9）亀井（二〇〇六）二八─二九頁。尚、同建言の詳細については亀井（二〇〇六）二二─二八頁を参照されたい。
（
（0）夜久（二〇一四）一〇六頁。
（
（（）
長山（一九九六）一九六頁。
二二
（
（2）亀井（二〇〇六）九四頁。
（
（（）
長山（一九九八ａ）一一九頁。
（
（4）加藤（一九六二）二二五頁、進邦（二〇〇二）一五五─一五六頁。
（
（（）
東（二〇一一）一七四頁。
（
（（）
長山（一九九八ｂ 三三二─三三三頁。
（
（7）加藤（一九六二）二二三─二 四頁、進邦（二〇 二）一五七頁。
（
（（）
東（二〇一一）一七四頁。
（
（9）小峰（一九七四）三七頁、長山 一九九八ａ）一一九頁。
（
20）長山（一九九八ａ 一二三─ 四頁。
（
2（）
長山（一九九八ａ） 二四頁。またそれとあわせ、各省での会計事務が煩瑣になったことも指摘されている（小峰一九七
四、三七頁） 。
（
22）ただし、継続費、前年度予算施行主義が明記され、会計年度独立の原則とは異なるものであった。
（
2（）
夜久（二〇一〇） 四─一六頁。
（
24）夜久（二〇一四）一一一頁。
（
2（）
小峰（一九七四）三七頁、亀井（二〇一一）四七頁、長山（一九九八ａ）一一九頁。
（
2（）
より厳密には、予算額と合わせて実際額も記入するカメラル簿記の簿記法であった（亀井二〇一二、七頁） 。
（
27）会計検査院（二〇一 ）一五 頁。
（
2（）
会計検査院（二〇 〇）一五一頁。
（
29）会計検査院（二〇一〇）一五一頁。
（
（0）有川（二〇一一）八─九頁。
（
（（）
有川（二〇一一）八頁。
（
（2）会計検査院（二〇一〇）一五四─一五 頁。
（
（（）
山田（二〇〇四）六頁。
二三
時間のなかの会計検査制度（秋吉）
（
（4）木村（二〇〇四）五八頁。
（
（（）
木村（二〇〇四）五九頁。
（
（（）
会計検査院（二 一〇）四〇五頁。
（
（7）例えば大須賀（一九九七）がある。
（
（（）
持田（一九九五）八頁。また、合規性検査は七五・八％（二九二〇件） 、経済性効率性検査は二〇・二％（七八〇件）となっ
ている。
（
（9）米国ＧＡＯでは、一九七二年時に三〇％であった有効性検査（プログラム評価）の比率を五年後の七七年には四九％まで増加させた（益田二〇一〇：一三） 。
（
40）例えば、米国では事業別予算、ＰＰＢＳ、ＭＢＯ（
M
anagem
ent by O
bjectives ; 目標による管理） 、ＺＢＢ（
Z
ero B
ase 
B
udgeting; ゼロベース予算） 、ＧＰＲＡ（
G
overnm
ent P
erform
ance and R
esults A
ct ; 政府業績結果法） 、ＧＰＲＡＭＡ
（
G
overnm
ent P
erform
ance and R
esults M
odernization A
ct ; 政府業績結果現代化法）と予算制度の改革が絶え間なく試みら
れた（小林二〇一三、宮川一九九九） 。
（
4（）
小林（二〇一三）四五八頁。
（
42）渡辺（一九六八）一一〇頁。
（
4（）
宮川（一九七一）三六三─三六四頁。
（
44）渡辺（一九六八）一一〇頁。
（
4（）
予算制度については、予算を法律形式とするか否かの選択と、議会との関係についての選択とがあった。また、公会計制
度については、複式簿記と単式簿記の選択があった
（
4（）
例えば、 西川（二〇〇三）では、 七〇年代後半からのいわゆる「肩越し検査」をめぐる法改正断念の経緯が示されている（西
川二〇〇三、二六〇─二七一） 。
（
47）西川（二〇〇三）一五五─一五七頁。
（
4（）
特記事項設置の時（一九七六年一二月 の院長は佐藤 郎であり、
（Ｅ
基準公表の時（一九八三年一二月）の院長は鎌田
英夫であり、有効性基準明定の時（一九九七年一二月）の院長は疋田周朗であった。
二四
（
49）足立（二〇〇六）四─五頁。
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